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研究成果の概要（和文）： 
 都道府県別の分析により、家計行動を規定するキー・パラメターに大きな地域差が
あることを確認した。このような地域差の生じる重要な要因として期待形成の違いが
挙げられ、公債の負担に関する意識も都道府県によって大きく異なることがわかった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
I confirmed that the key parameters of household behavior are different seriously between 
regions. These differences are largely caused by the differences of expectations. Also, 
the cognition about the burden of public debt varied between regions. 
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１．研究開始当初の背景 
 わが国において、公債の負担に関する等価
定理・中立命題の成立についての実証分析は
1980 年代後半を中心に盛んに行われたが、
1990 年代の半ば頃にはほとんど姿を消した。 
 しかし、1990 年代の終わりから、わが国の
公債残高が劇的に増加し、国際的に見ても、
歴史的に見ても、きわめて高い水準に達して
しまった。近年では、このような巨額の公債
累増にともない、等価定理・中立命題の成立

についての実証分析が再び注目を集めてい
る。 
 このように 21 世紀に入り明らかに増加傾
向を見せている等価定理・中立命題の実証分
析であるが、その結果は必ずしも一致を見て
いない。しかし、少なくとも共通して確認さ
れていることが１つある。中立命題の成否の
状況は時期によって変化しているというこ
とである。 
 畑農（2004）はこの点に注目して、中立命
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題の成立条件の時系列変化について検証す
る枠組みを考案した。その方法の特徴は以下
の３点に集約できるだろう。第１に、動学的
最適化モデルに基づき、人々の期待形成の変
化が消費行動に及ぼす影響を明示的にモデ
ル化した点である。第２に、期待形成を表す
パラメターを状態空間モデルによって推定
し、期待形成の時系列変動を定量的に把握で
きる方法を示した点である。第３に、期待形
成の時系列変動から中立命題の成立条件に
ついて検討し、成否の状況が時期によって変
化することを明らかにした点である。 
 モデルを状態空間表現で記述することが
できれば、カルマン・フィルターによる推定
が可能となる。カルマン・フィルターを経済
学に応用した研究はいくつも存在するが、最
適化モデルに応用した研究は現時点で数え
るほどしかない。しかも、それらはすべてマ
クロ経済モデルへの応用であり、地域レベル
のモデルに対する適用は皆無である。 
 
【引用文献】 
畑農鋭矢（2004）「財政赤字のマクロ経済効

果」『フィナンシャル・レビュー』第 74
号：65-91． 

 
２．研究の目的 
 公債の負担を考える上で、人々の期待形成
がどのように行われているのかを検討する
ことは示唆に富む政策インプリケーション
を導き出すと思われる。それに加えて、異な
る分析対象を比較することによって、より重
要で興味深い知見を得られるにちがいない。 
 そこで、本研究では地域間比較を行った。
公債の負担に関する地域間比較の研究は数
少なく、貴重な例として赤井（1996）が挙げ
られるにすぎない。本研究では、公債の負担
に注目しながら、都道府県別に期待形成の時
系列変化を検証し、地域による負担感の違い
や期待形成過程の差異について実証的に検
討していく。 
 地域間で公債の負担に関する期待形成が
異なるということは、財政政策に対して重大
な影響があると考えられる。すなわち、政治
的な理由などにより租税負担が軽くて済む
（と予想している）地域では公債発行に依存
しやすく、さらに公債発行時点での消費が増
えてしまうため、資本蓄積を阻害する可能性
が高い。しかも、資本蓄積の阻害による経済
成長への悪影響は、各地域に限らず、全国に
及ぶという点で深刻な問題である。 
 したがって、公債を発行する際には、地方
財政のあり方や、地域間の財政関係について
考慮する必要がある。また、膨大な公債が存
在する現状においては、地域間の所得再分配
についても公債の負担との関係を考えた政
策運営が期待されるであろう。本研究は、こ

のような財政の制度設計に対してもきわめ
て有意義な示唆を与えるものと考える。 
 
【引用文献】 
赤井伸郎（1996）「地方債の中立命題：住民

の合理性の検証」『フィナンシャル・レ
ビュー』第 40 号：65-94． 

 
３．研究の方法 
 まず、地方財政の枠組みを定式化する必要
がある。地方財政の経済モデルについては多
くの先行研究があるため、大枠は参考にでき
ると考えられる。ここでは、すでに構築され
ている状態空間モデルに整合するように、定
式化を工夫することが最大の課題となる。 
 次に、都道府県別データについて調査し、
その入手可能性について検討する。マクロの
データに比べて、都道府県レベルのデータは
入手可能な期間が短いことが多い。また、サ
ンプル数を増やすために、期種を四半期や月
次にすることにも困難がともなう。そこで、
データ間の整合性に注意しながら、遡及可能
性について検討する必要がある。 
 以上のデータが整備されたところで、推定
作業に入る。ここでは、カルマン・フィルタ
ーを用いて可変的にパラメターを推定する
ことが最大の特徴である。このような推定に
より期待形成を中心とした観察不可能な諸
要因について定量的に把握することが可能
となる。 
 
４．研究成果 
(1)モデルの構築 
 本研究の理論的基礎として、期待形成
を織り込む形で地方財政の影響を分析
できる消費行動モデルを構築した。観察
不可能な期待形成やパラメターは、状態
空間表現により記述されており、実証分
析に耐えるモデル構造となっている。そ
こで、状態空間表現の優越性について簡潔に
説明しておく。 
 一般に、期待形成の変化を統計データによ
って観測することは難しいが、状態空間モデ
ルによれば期待形成プロセスのような観測
不能な変数を定量的に把握することは可能
である。このことを簡単な数式モデルで考え
てみよう。 
 いま、説明されるべき消費を C、その決定
要因となる変数ベクトルを Xとしよう。要因
X が変化したときの消費 C の反応を表すパラ
メターのベクトルを Aで表すと、消費 Cの決
定式を、 
 
 C t=AXt + ut   (1) 
 
と表すことができる。ただし、utは誤差項で
ある。また、右下の添え字は期を表現してい



る。 
 消費に関わる家計の期待形成が変化すれ
ば、足下の決定要因 Xが不変だとしても、消
費 Cは変化するかもしれない。上式にしたが
えば、要因 Xの変化に対する反応パラメター
A は期待形成プロセスの影響を受けて変化す
る可能性がある。このことを式で表すと、 
 
 C t=AtXt + ut   (2) 
 
となり、パラメターA は時間に依存すること
になる。次期において、どのような期待形成
の修正が行われるのかは現時点では未知で
あるとすると、パラメターA の期待値は不変
であるから、その時間的推移は平均 0の確率
分布（例えば、正規分布）にしたがう vtを誤
差項として、 
 
 At+1=At +vt   (3) 
 
のように表すことができる。（2）式と（3）
式は状態空間モデルの最も単純な形式を示
しており、それぞれ観測方程式、遷移方程式
と呼ばれる。消費の決定において期待形成変
更の影響が甚大であればあるほど、可変パラ
メターAtの確率的変動は無視できず、（1）式
のような時間を通じて不変のパラメターを
想定することは妥当ではなくなる。 
 そこで、まず状態空間モデルによる消費の
モデル化を試みた。状態空間モデルに基づく
アプローチは、観察可能な説明変数の変動だ
けでなく、消費決定プロセスの観察できない
要因の変化についても考慮できる優れた分
析手法である。とりわけ、家計の期待形成プ
ロセスに関する時系列的変動が明らかにな
ることは本研究の重要な貢献として強調し
ていいだろう。 
 
(2)都道府県別データセット 
 実証分析のために都道府県別のデー
タセットを整備した。このようなデータ
セットは、他の研究にも利用でき、高い
汎用性を有している。 
 本研究において都道府県別に作成さ
れたデータセットの主要な変数は次表
のようにまとめられる。 
 

データセットの主要な変数 

変数名 統計の項目 

wt 
家計の雇用者報酬 
＋持ち家分を除く営業余剰 

xt 家計最終消費支出 

・t 家計の負担する直接税＋間接税 

pt 社会保障負担－社会保障給付 

gt 
一般政府の最終消費支出 
＋固定資本形成 

at 家計の実物資産＋金融資産－負債

bt 一般政府の負債－金融資産＋ft 

ft 公的年金積立金 

 
 
(3)カルマン・フィルターによる分析 
 (3)式のようなパラメターの遷移方程式と
(2)式より構成される状態空間モデルに対し
ては、カルマン・フィルターと呼ばれる手法
を適用することが有効である。 
 その推定方法には、プレディクション、フ
ィルタリング、スムージングの 3つがある。 
 いま、t 期の推定を行うとしよう。このと
き、s 期までのデータを利用するとして、プ
レディクションでは t >s、フィルタリングで
は t =s、スムージングでは t <s となる。す
なわち、推定する期よりも前の情報のみを用
いるのがプレディクション、推定する期まで
の情報を用いるのがフィルタリング、推定す
る期以降の情報も用いるのがスムージング
である。 
 本研究の理論モデルは、t 期までに得られ
る情報によって t期の行動が決まるという合
理的期待形成を基礎としているので、フィル
タリングを用いるのが適切であろう。 
 ただし、フィルタリングによって推定を行
うためには、いくつかのパラメターについて
初期値を与える必要があることに注意すべ
きである。すなわち、 

 ( )2,0 σNut～  

 ( )QNvt
2,0 σ～  

 ( )PANA 2
00 ,σ～  

として、適当な 0A 、P、Qを与えた上で、(2)

式と(3)式を推定することになる。 

 本研究では、以下のような手順にしたがっ
た。まず、全期間（t=0,...,S）のデータに
OLS を適用し、係数や分散を求める。次に、
OLS の結果を利用して、 
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のように初期条件を与え、カルマン・フィル

ターを適用する。ただし、 OLSA は OLS による

係数推定値、 ( )OLSAVar は係数の標準誤差分

散、 OLSσ は OLS による推定の標準誤差であ

る。 

 さらに、カルマン・フィルターの推定結果

に基づいて、初期条件を 
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のように変更し、再びカルマン・フィルター
を適用する。この最終ステップは、尤度が最
大になるまで繰り返され、得られた係数が最
終的な推定値となる。 
 
(4)要因分析 
 都道府県別の分析により、家計行動を
規定するキー・パラメターに大きな地域
差があることを確認した。このような地
域差の生じる重要な要因として期待形
成の違いが挙げられ、公債の負担に関す
る意識も都道府県によって大きく異な
ることがわかった。 
 このような差異の源泉として、年齢構
成の違いや職業・教育といった属性は重
大な影響を及ぼしていると考えられる
が、それらの要因ですべての差異を説明
することはできなかった。したがって、
都道府県間の差異には、その地域固有の
選好や期待形成要因が強く寄与してい
る可能性を排除できないことが判明し
た。 
 また、付随的に、都道府県別のデータを用
いて地域の経済特性を表す合成指標の計測
を行った。このような合成指標の導出のため
に、次の 2つの課題をクリアする必要がある。
1 つは、数多い統計データの中からの取捨選
択、加えて各データに対するウエイト付けの
問題である。いま 1つは、全国共通要因を除
去し、地域固有要因のみを抽出することであ
る。 
 これらの目的を達成するために、1980 年か

ら 5 年刻みに 2000 年までを対象とし、各時
点におけるクロスセクション・データに対し
て主成分分析を適用した。分析の結果、以下
の主要な結論が得られた。 
 第 1に、地域経済特性を知るためには、人
口変数、財政変数、労働変数、経済成長率を
見れば十分である。 
 第 2に、主成分として得られた地域経済特
性の構造は時期に関わらず概ね安定してい
る。 
 第 3に、主成分得点を用いて整理した都道
府県の位置関係は時期を通じて比較的安定
している。 
 第 4に、データを扱う際に、水準、長期変
動、短期変動の区別が重大な影響を及ぼす可
能性がある。 
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